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（百万円未満切捨て）  

１ 2026年3月期の連結業績（2025年4月1日～2026年3月31日） 

 

(1) 連結経営成績 

（％表示は対前期増減率）  

 

 
経常収益 経常利益 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2026年3月期 2,270,128 14.4 114,723 － 121,432 － 

2025年3月期 1,984,418 △34.2 △1,769,050 － △1,807,892 － 

 （注）包括利益 2026年3月期 510,110百万円 (-%)    2025年3月期 △528,727百万円 (-%) 

 

 

 
自己資本当期純利益率 総資産経常利益率 経常収益経常利益率 

  ％  ％  ％ 

2026年3月期 2.4 0.1 5.1 

2025年3月期 △39.6 △1.9 △89.1 

 （参考）持分法投資損益 2026年3月期 △60,723百万円   2025年3月期 17,316百万円  

 

(2) 連結財政状態 
 

 

 
総資産 純資産 

自己資本比率 
(注) 

 百万円 百万円 ％ 

2026年3月期 83,854,322  5,224,679  6.2 

2025年3月期 83,498,860  4,715,429  5.6 

 （参考）自己資本 2026年3月期 5,212,572百万円   2025年3月期 4,703,922百万円 
（注）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末非支配株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しております。 

         なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 

 

事業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

2026年3月期 △4,528,473 △2,850,093 △488 12,237,692 

2025年3月期 △15,854,718 15,247,741 702,379 19,624,843 

 

 

 



※注記事項

(1) 期中における連結範囲の重要な変更 : 無 

 新規 - 社  （社名）  除外 - 社 （社名） 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無

② ①以外の会計方針の変更  ：無 

③ 会計上の見積りの変更  ：無 

④ 修正再表示  ：無 

２ 2026年3月期の個別業績（2025年4月1日～2026年3月31日） 

(1) 個別経営成績
（％表示は対前期増減率） 

経常収益 経常利益 当期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2026年3月期 2,233,369 16.9  177,868 － 193,864 － 

2025年3月期 1,910,658 △36.0 △ 1,813,297 － △ 1,842,523 － 

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 
自己資本比率 

(注) 

百万円 百万円 ％ 

2026年3月期 79,452,524 4,861,388 6.1 

2025年3月期 79,559,916 4,340,688 5.5 

（参考）自己資本  2026年3月期 4,861,388百万円   2025年3月期 4,340,688百万円 
（注）「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して算出しております。 

      なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。 

※決算概況は監査の対象外です。
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【添付資料】 

１ 業績の概況 

（１） 経営成績の概況 

2025年度の世界経済についてみると、インフレの鈍化や金融引き締めの影響の緩和がみられたもの

の、通商政策の不透明感や地政学リスクの高まりを背景に、不確実性の高い状況が続きました。米国

経済は労働市場が減速するなか堅調な消費に支えられ底堅く推移し、欧州経済は持ち直しの動きがみ

られたものの、域内のばらつきが継続しました。 

金融市場に目を向けると、欧米ではインフレの落ち着きを背景に政策金利の引き下げが継続した一

方、長期金利は財政政策や国際需給の影響等により変動の大きい展開となりました。国内においては、

日本銀行による金融政策の正常化が緩やかに進展しました。一方、長期金利については、通商政策を

巡るインフレ懸念、財政政策にかかる先行き警戒感や中東情勢等を背景とした物価上昇懸念の高まり

から、年度を通じて上昇基調をたどりました。株式市場は内外ともに堅調に推移したものの、為替市

場は金融政策の方向性の違い等を背景に、変動の大きい状況が続きました。 

このような環境において、連結経常利益は前年度比 1 兆 8,837 億円増益の 1,147 億円、親会社株主

に帰属する当年度純利益は前年度比 1兆 9,293億円増益の 1,214億円となりました。 

また、当金庫単体における業績の概況は次頁のとおりであります。 

 

（２） 財政状態の概況 

連結会計年度末の連結総資産は 83兆 8,543億円で前年度末に比べて 3,554 億円増加いたしました。 

当年度末の当金庫単体の総資産は、前年度末に比べて 1,073億円減少の 79兆 4,525億円となりまし

た。純資産の部は、前年度末比 5,207 億円増加の 4兆 8,613億円となりました。 

主要な勘定残高につきましては、資産の部では貸出金が前年度末比 2兆 1,537億円増加の 19兆 6,299

億円、有価証券が前年度末比 5兆 7,894億円増加の 37兆 3,841億円となりました。負債の部では預金

が前年度末比 1兆 8,611億円減少の 54兆 2,742億円となり、農林債が前年度末比 3,506 億円増加の

8,004億円となりました。 

(注) 本文中の記載金額は、単位未満を切捨てて表示しております。 
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（３）（参考）業績の概況（単体ベース） 

 

（※１）実質業務純益(7)＝業務粗利益(1)＋事業管理費(6) 

（※２）コア業務純益(9)＝実質業務純益(7)－国債等債券関係損益(8) 

（※３）コア業務純益（投資信託解約損益を除く）(10)＝コア業務純益(9)－投資信託解約損益 

（※４）業務純益(12)＝実質業務純益(7)＋一般貸倒引当金繰入額(11) 

（※５）与信関係費用(19)＝一般貸倒引当金繰入額(11)＋貸倒引当金戻入益等(16) 

 

金銭の信託関係損益を含めた業務純益 

当金庫は相応の規模で金銭の信託を活用した有価証券等運用を行っています。これを踏まえ、上記金額に

実質的に有価証券等運用である金銭の信託関係損益を含めた業務粗利益・業務純益は以下のとおりとなって

います。 

 

（※６）コア業務純益（投資信託解約損益および金銭の信託内売却損益を除く）(24)＝コア業務純益(23)－投資信託解約

損益および金銭の信託内売却損益 

（△は損失又は減益の項目、単位：億円）

2024年度
（A）

2025年度
（B）

（B）－（A）

1 △ 13,768 2,202 15,971

2 △ 3,489 2,159 5,648

3 △ 40 51 92

4 △ 16 24 40

5 △ 10,222 △ 33 10,189

6 △ 1,598 △ 1,570 28

（ ※ １） 7 △ 15,367 631 15,999

8 △ 10,468 △ 75 10,392

（ ※ ２） 9 △ 4,899 707 5,606

（ ※ ３） 10 △ 3,453 624 4,077

11 △35 △68 △33

（ ※ ４） 12 △ 15,402 563 15,965

13 △ 2,730 1,215 3,945

14 464 948 483

15 △ 2,941 184 3,125

16 △123 158 281

17 △130 △76 54

18 △ 18,132 1,778 19,911

（ ※ ５） 19 △ 158 90 248

投 資 信 託 解 約 損 益 を 除 く

与 信 関 係 費 用

株 式 等 関 係 損 益

金 銭 の 信 託 関 係 損 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 等

そ の 他

実 質 業 務 純 益

業 務 純 益

業 務 粗 利 益

資 金 利 益

役 務 取 引 等 利 益

特 定 取 引 利 益

そ の 他 業 務 利 益

コ ア 業 務 純 益

事 業 管 理 費

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

臨 時 損 益

う ち 国 債 等 債 券 関 係 損 益

経 常 利 益 又 は 経 常 損 失 （ △ ）

（△は損失又は減益の項目、単位：億円）

2024年度
（A）

2025年度
（B）

（B）－（A）

20 △ 16,710 2,386 19,097

21 △ 18,309 816 19,125

22 △ 18,344 747 19,091

23 △ 7,841 891 8,732

24 △ 4,094 915 5,009

業 務 粗 利 益

実 質 業 務 純 益

業 務 純 益

コ ア 業 務 純 益

コ ア 業 務 純 益 （ 投 資 信 託 解 約 損 益 お よ び
金 銭 の 信 託 内 売 却 損 益 を 除 く ） （ ※ ６ ）
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（４）連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

(単位：百万円）
前連結会計年度 当連結会計年度

（自 2024年4月1日 （自 2025年4月1日
至 2025年3月31日） 至 2026年3月31日）

Ⅰ 事業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当年度純利益又は税金等調整前当年度純損失（△） △ 1,766,492 113,600

       減価償却費 25,048 27,853

     減損損失 2,118 734

     負ののれん発生益 △ 1,855 -

 段階取得に係る差損益(△） 704 -

持分法による投資損益(△） △ 17,316 60,723

貸倒引当金の増減（△） 4,828 △ 24,838

 賞与引当金の増減（△） 68 △ 347

退職給付に係る資産の増（△）減 △ 14,692 △ 49,301

退職給付に係る負債の増減（△） 35 △ 358

役員退職慰労引当金の増減（△） 76 △ 33

 資金運用収益 △ 1,624,729 △ 1,798,954

 資金調達費用 2,219,604 1,718,009

 有価証券関係損益(△） 1,123,293 △ 122,895

 金銭の信託の運用損益(△） 168,137 △ 2,399

 為替差損益(△） △ 63,523 △ 2,066,971

 固定資産処分損益(△） △ 3,524 388

 特定取引資産の純増(△）減 △ 4,978 △ 31,752

 特定取引負債の純増減(△） 5,385 31,980

 貸出金の純増(△）減 △ 537,687 △ 2,100,235

 預金の純増減(△） △ 6,716,207 △ 1,892,912

 譲渡性預金の純増減（△） △ 788,747 △ 758,150

 農林債の純増減（△） 70,274 350,643

 借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減(△） △ 556,934 △ 213,139

 有利息預け金の純増（△）減 611,643 553,381

コールローン等の純増（△）減 44,133 40,185

コールマネー等の純増減（△） △ 8,719,428 1,418,894

受託金の純増減（△） 832,936 5,891

外国為替（資産）の純増（△）減 79,765 △ 54,486

外国為替（負債）の純増減（△） - 27

資金運用による収入 1,634,345 1,774,843

資金調達による支出 △ 2,243,865 △ 1,663,242

その他 432,976 88,734

小 計 △ 15,804,610 △ 4,594,126

法人税等の支払額（△）または還付額 △ 50,107 65,652
 事業活動によるキャッシュ・フロー △ 15,854,718 △ 4,528,473

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 有価証券の取得による支出 △ 12,395,847 △ 12,470,997

 有価証券の売却による収入 13,111,373 2,836,966

 有価証券の償還による収入 11,672,563 6,176,063

 金銭の信託の増加による支出 △ 1,082,572 △ 1,477,486

 金銭の信託の減少による収入 3,959,191 2,105,496

 有形固定資産の取得による支出 △ 1,325 △ 1,209

 無形固定資産の取得による支出 △ 21,955 △ 18,832

 有形固定資産の売却による収入 4,497 1

 資産除去債務の履行による支出 △ 90 △ 95

 連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 1,907 -

 投資活動によるキャッシュ・フロー 15,247,741 △ 2,850,093

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 劣後特約付借入による収入 642,830 -

 劣後特約付借入金の返済による支出 △ 716,968 -

 出資の増額による収入 777,229 -

非支配株主からの払込みによる収入 159 273

非支配株主への配当金の支払額 △ 870 △ 761

 財務活動によるキャッシュ・フロー 702,379 △ 488

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 1,489 △ 8,095

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 96,892 △ 7,387,151

Ⅵ 現金及び現金同等物の当年度当初残高 19,527,951 19,624,843

Ⅶ 現金及び現金同等物の当年度末残高 19,624,843 12,237,692

科目
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

（会計方針に関する事項） 

当金庫は、日本基準に基づき連結財務諸表を作成しております。 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（追加情報） 

 持分法適用の関連会社であるJA三井リースのグループ会社の取引先First Brands Group, LLC（以下、FBG）

が、2025年9月28日付で米国倒産法第11章に基づく申請をしました。関連する公示情報によれば、FBGがその売

掛債権の相当程度につき、水増し請求、架空請求、または多重譲渡等を行っていた可能性があります。 

 この状況を踏まえて、JA三井リースでは2026年3月期連結決算において、貸倒引当金繰入額および貸倒損失を

織り込むこととしており、本件を含むJA三井リースの損失は当金庫の連結決算書上、「その他経常費用」に62,786

百万円計上しています。 
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（有価証券関係） 

    連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券、「現金預け金」中の譲渡性預け

金、および「買入金銭債権」中の信託受益権等が含まれております。 

 

１ 売買目的有価証券（2026年3月31日現在） 

 当連結会計年度の損益に含まれた

評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 - 

 

 

２ 満期保有目的の債券（2026年3月31日現在） 

   
種類 

連結貸借対照表計上額

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

時価が連結貸

借対照表計上

額を超えるも

の 

国債 - - - 

地方債 - - - 

社債 - - - 

その他 10,533,144 10,558,707 25,562 

 外国債券 10,484,409 10,509,860 25,451 

その他 48,735 48,846 111 

小計 10,533,144 10,558,707 25,562 

時価が連結貸

借対照表計上

額を超えない

もの 

国債 2,936,666 2,113,286 △ 823,380 

地方債 - - - 

社債 100,000 97,719 △ 2,281 

その他 3,244,709 3,203,696 △ 41,012 

 外国債券 3,193,674 3,153,368 △ 40,306 

その他 51,034 50,328 △ 706 

小計 6,281,376 5,414,702 △ 866,673 

合計 16,814,520 15,973,409 △ 841,111 
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３ その他有価証券（2026年3月31日現在） 

   
種類 

連結貸借対照表計上額

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

株式 538,150 156,076 382,073 

債券 1,264 1,254 9 

 国債 - - - 

 地方債 12 12 0 

 社債 1,251 1,241 9 

その他 6,271,798 5,570,259 701,539 

 外国債券 3,494,455 3,332,403 162,052 

 外国株式 63,338 24,353 38,985 

 投資信託 2,698,016 2,197,517 500,498 

その他 15,988 15,985 3 

小計 6,811,213 5,727,589 1,083,623 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

株式 67,264 89,172 △ 21,907 

債券 4,990,680 5,643,298 △ 652,617 

 国債  4,472,332   5,050,380  △ 578,048 

 地方債  103,150   119,446  △ 16,296 

 社債 415,198 473,470 △ 58,272 

その他 7,269,662 7,650,389 △ 380,726 

 外国債券 4,700,232 4,987,615 △ 287,383 

 外国株式 -   -   -  

 投資信託 2,487,664 2,580,040 △ 92,375 

その他 81,765 82,733 △ 968 

小計 12,327,608 13,382,859 △ 1,055,251 

合計 19,138,821 19,110,449 28,371 

（注）評価差額のうち、時価ヘッジの適用により損益に反映させた額は、25,169百万円（利益）になります。 

 

４  当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2025年4月1日 至 2026年3月31日）       

 該当ありません。 

 

５ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 2025年4月1日 至 2026年3月31日） 

種類 
売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株式  150,235   93,163   6,853  

債券  109,280   487   1,364  

 国債  109,280   487   1,364  

 地方債  -   -   -  

 社債  -   -   -  

その他  2,529,270   42,620   41,374  

 外国債券  2,434,084   30,585   41,370  

 外国株式  -   -   -  

11



 投資信託  66,348   9,089   3  

 その他  28,837   2,946   -  

合計  2,788,786   136,271   49,592  

 

６  減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等および組合出資金等を除く。）のうち、当該有価

証券の時価が取得原価等に比べて著しく下落しており、時価が取得原価等まで回復する見込みがあると認めら

れないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、差額を当連結会計年度の損

失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。 

当連結会計年度における減損処理額は197百万円（うち、投資信託197百万円）であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための根拠を定めており、その概要は、原則として次のとおり

であります。 

時価が取得原価等の50％以下の銘柄 

時価が取得原価等の50％超70％以下の水準で一定期間推移している銘柄 

 

（金銭の信託関係） 

１ 運用目的の金銭の信託（2026年3月31日現在） 

   
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

当連結会計年度の 

損益に含まれた評価差額 

（百万円） 

運用目的の金銭の信託 241,801 4,154 

 

２ 満期保有目的の金銭の信託（2026年3月31日現在） 

 

連結貸借対照

表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

うち時価が連

結貸借対照表

計上額を超え

るもの（百万

円） 

うち時価が連

結貸借対照表

計上額を超え

ないもの（百

万円） 

満期保有目的の金銭の
信託 1 1 - - - 

（注） 「うち時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの」「うち時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの」

はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 

３ その他の金銭の信託（運用目的および満期保有目的以外）（2026年3月31日現在） 

   
連結貸借対照

表計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

うち連結貸借

対照表計上額

が取得原価を

超えるもの

（百万円） 

うち連結貸借

対照表計上額

が取得原価を

超えないもの

（百万円） 

その他の金銭の信託 7,040,323 7,490,882 △ 450,559 8,903 459,462 

（注） 「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超え

ないもの」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 

（セグメント情報） 

  当金庫グループは、協同組織金融業のみの報告セグメントであるため、記載を省略しております。 
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（出資一口当たり情報） 

出資一口当たりの純資産額198円69銭（非支配株主持分、後配出資にかかる残余財産相当額を分子より、

後配出資にかかる口数を分母よりそれぞれ控除しております。） 

出資一口当たりの親会社株主に帰属する当年度純利益金額28円52銭（後配出資にかかる口数を分母より控

除しております。） 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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